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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　序
　　ll平和に関する布告遍と阯地に関する布制はソヴェート権力の最初の工大布告であった。前
者は1917年10月26日（新暦11月8日）午後10時すぎ，第2圃全ロシアソヴェート大会で採択さ
れた。交戦諸国の政府と人民に，「無併合」，「無賭償」の民主的講和の即時交渉を呼びかけたもので
あった。後者は翌27田未明（午前2時）同じく前記ソヴェート大会で採択された。第2回ソヴェー一
ト大会は労働者・兵士代表ソヴェート大会であったが，『土地に関する布告パ1）（以下『土地布制
と呼ぶ〉が反対1，棄権8の絶対多数で採択された②とき，同大会に出席していた農畏代表たちはr狂
喜して」（3｝これを歓迎した。
45
阯地に関する布告濯と響土地の社会化に関する基本法』について
　土地私有権の永久廃止をうたった『土地布告雲は，まさに人類史上最初の社会主義革命下の布告
であり，幾世紀にもわたって搾取されたロシア農民にとってだけでなく，ひろく世界的な意義をも
つといわなければならない。
　本稿はこのil土地布部の分析と鮭地布告」を土地法として整理し発展させた翌18年1月27日
　（2月9日）採択のil土地の社会化に関する基本法』（4｝（以下il土地社会化法2と呼ぶ）の検討を目
的とする。土地が国民共有の財産であることを基礎としたil土地布告』にはじまるソヴェート権力
下での土地改革は，日本の現況をみるにつけ，今あらためて大きな意味をもってくる。
1
　10月革命の勝利宣言は10月25日（11月7日），ペトログラード労働者・兵士代表ソヴェート軍
事革命委員会が発した轍文麺シアの市民へ渥であった。この歴史的文書は当日朝レーニンが書い
たもので（5），臨時政癖が打倒され，国家権力がペトログラード労働者・兵士代表ソヴェートの機関軍
事革命委員会の手に移ったこと，革命の事業は民主主義的講和の即時提議，地主の土地所有の廃止，
生産の労働者統謝，ソヴェート政府の樹立であり，それが今や保障されたとうたっている。
　土地問題は，労働者・兵士代表ソヴェート第2蹴全ロシア大会での匿労働者・兵士・農民諸君へ毒
の呼掛けのなかでも，「ソヴェート権力は，地主，皇室，修道院の土地を無償で農民委員会の処理に
うつすことを保ee］｛6）するという形で提起されている。この呼掛けに先だちレーニンは，第2回全ロ
シアソヴェート大会のボリシェヴィキー派の会議で演説を行い，労農同盟強化のためには土地問題
解決のさい農民要望書を考慮する必要をのべている。レーニンがil土地布告遍案を書いたのは，前
記呼掛けが大会で採択されたスモーリヌイからボンチプルエーヴィチの住居へ帰ってしぼらくの
休息をとったあとであった。レーニンは19蒔から21時（10月26日）に再びボリシェヴィキー一派の
会議に出席し，そこでレ・一一・＝ンの書いた『平和布告』と『土地布部の華案が討議された。21時か
ら翌朝5蒔まで開かれた第2回全ロシア，ソヴェート大会でレーニンは土地についての報魯を行㌔），
そのなかで阯地布告Aを提出した。（7耀土地布告露は前述のとおり，27日午葭2時採択された。
　以上のような状況下で発布された『土地布告蕩は，レ～ニンの文（5項扇）＋農民要望書（8項目）＋
レーニンの文（結語）の構成をとっている。布告の中心部に「土地についての農畏要望書」が置か
れていることはきわめて特徴的である。この要望書は242の地方の農民要望書を基礎につくられた
ものであり，しかもエス・エル（社会革命党員）の手によって作成されたという。ボリシェヴィキー
派の会議で異論が出ても当然である。レーニンは土地についての報告のなかで，農民が「すべての
土地問題を自分で解決しょうとのぞんで」いるのであって，「農民自身がわれわれよりももっとうま
く，正しく，当然そうあるべきように，問題を解決することができる」，「われわれ流にするか，エ
ス・エルの網領流にするか一一要点はそんなところにはない。要点は……（中略一引用者）……農
民が自身ですべての問題を解決し，農民自身がその生活をうちたてるのだという，竪い確儒をもっ
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たこと」だとのべている。レーニンはこの報告のなかで，これは「布告」であってr行動網領」で
はないので，この法案一要望書をそっくりそのまま取り入れた一一に修正をくわえることに反対
し，細目にははいりたくない旨を強調している。（8）
　このような経過で採択されたll土地布告滋は，しかし，ソヴェート政権が最初に打ちだした土地
改革の法的措置であったことに変わりはない。以下この阯地布告』の内容をいくつかの原則に整
理して考察する。（9）そのまえにここで，『土地布告選の構成について内容の面からより異体的に概観す
る必要があるだろう。
　前述のとおり『土地布部は「土地についての農畏要望書」が中核をなしているが，布告の冒頭
には5項冒からなる条項がかかげられている。要約すると，つぎのようである。1）地主的土地所有
の買取金なしの廃止，2）地主所有地，皇室・修道院・教会のすべての土地は，家畜，農具，建物，
付属設備とともに郷土地委員会および県農民代衰ソヴェ・’一トの管轄下に移される，3）全人民に属す
る没収財産の保全と全没収財産の目録作成のための必要措置を講ずる，4）憲法綱定会議による土地
改革の最終的解決までは，農民要望書が土地改革実現のための指針である，5）普通の農民とカザッ
クの土地は没収されない。
　この5項目につづいて，「土地についての農畏要望書」が配されているが，それは土地私有権の永
久廃止から，土地配分に関連して必要となるばあいの移住の問題にわたる全8項鑓から成っている。
この腰望書」のあとに結びの一文が付されるが，そこでは，この「要望書」の内容は全部「ロシ
ア全国の自覚した農民の圧倒的多数の無条件の意志をあらわすものであり」，「臨時の法律」である
と宣せられ，憲法制定会議が開かれるまで，早急なこれが施行をうたっている。
　『土地布告』にもられた第1の基本原則は土地私有権の永久廃止である。そのばあい，すべての
土地は無償で収用する。留頭文の第1項と「要望書」第1項がそれを内容としている。すなわち，
収用の対象は，国有地，皇族領地，御料地，修道院所有地，教会所有地，特許工場所有地，長子相
続地，私有地，共同体地，農民地その他である。これらの土地は全人民の財産となり，そこで働く
すべての勤労者の用益にうつされる。つまり土地の売買，賃貸借，譲渡を認めない。留頭文の第5
項で普通の農民とカザックの土地を没収しないとうたっているが，これは土地私有権を認めること
を意味しない。すなわち，あとで触れることになるが，土地の勤労利用権（用益権）との関連でと
らえられる。土地私有権の廃止は，土地改革実施の過程（管轄・執行権）からみて，実質的には土
地国有化㈹であるが，il土地布告』において，国有化の用語が使われていないこととあわせ，この勤
労農民の土地没収否認の条項は布告のもつ政治的効果を考えての表現と解される。土地とともに，
地下埋蔵物すなわち天然資源は，森林，河川沼湖（水域）とともに，いずれも国家ならびに公共的
用益にうつされることがうたわれている（腰望書」第3項）。
　第2の原則は土地の無償収用である。冒頭文の第1項は‡地の無償収用を宣言している。すなわ
ち，「地主的土地所有はいっさいの買取金なしにただちに廃止される。」ただし，土地収用による財
産上の損害をこうむった者は「新しい生活条件に順癒する期間，公共の扶助を受ける権利がみとめ
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られ」ている（「要望書」第1項）。布告は没収財産の損傷に対する処罰についてもふれている（冒
頭文第3項）。
　第3の原國は勤労土地利用原則である。収用したすべての土地を，そこで働くすべての勤労の罵
益に供する（腰望書」第1項）ことを大原則とし，さらに，「自分の労働で耕作することを希望す
るロシア国家の市民は（性の区別なく）すべて，土地用益権を受ける」（同第6項）としている。土
地の賃貸借，譲渡を禁じている点も（同第1項），当該原則にかなう措置である。
　第4の原則は，平等な土地利用権の設定である。「要望書」第7項は，「土地用益は平等でなけれ
ぼならない。すなわち，土地は勤労者のあいだに，地方的条件を考慮して，労働基準または消費基
準によって分配される」と記されている。
　　　　　　　　　り　　　る　　　の　　　り　　　り　　　ゆ　　　り　　　り　　　り　　　む
　第5の原則は土地利用の形態の自由についてである。「土地用益の形態は，まったく霞由でなけれ
ばならない。個々の村落または新開地で決定されるところにしながって，個別農的，フートル的，
共岡体的，アルテリ的形態のどれかでありうる」と規定している（同第7項〉。
　これら諸原則のほかに，模範経営（果樹園，プランテーション，苗園，養樹園，潟窒等は分割し
ないで）を設け，それらは導ら社会的（国家あるいは共闘体の）用益とする（「要望書」第3項）。
経営用具（家畜，農具）の収用対象から土地のすくない農民をはずす（「要望書」第5項），土地利
用権の喪失と年金保障（「要望書」第6項），離村者の地所の帰属の問題，土地返還のさいの投入資
金保障の問題，配分土地フォンド不足による移住の問題（同第8項）などが布魯ではとりあげられ
ている。
II
　罪土地社会化法雌は1918年2月19日に発布された。土地委員会全wシア大会の参加考であり，
第3回全wシアソヴェート大会の会議にも出席して同法案の審議に参加したH．H．ペールシンによ
れば，同法の成立過程は概要以下のとおりである。（11）
　『土地社会化法遇の原案は農業人民委員部によって作成された。当時同人民委員部の指導部は左
派エス。エルによって占められていた。原案は，1918年1月17日開催の土地委員会全ロシア大会で
予備的審議に付された。同大会のなかの右派グループは，農業人民委員部の法案検討の作業に参加
することを擢否し大会を退席した。大会の多数派は，第3回全ロシア・ソヴェー一ト大会の農艮部会
とともに同法案の検討を決めた。1月17日の夕刻スモーリヌイで開かれた合同会議で，同法案の基
本原理の全体的審議が開始されることになった。王月18日の夜12時に開かれた第3園全ロシア・
ソヴェート大会最終会議で草案の最初の19条は，原期が採択された。ただし，それらは，同大会の
農罠部会でさらに検討され，申央執行委員会によって承認されるものとした。大会での草案反対者
は2名のメンシュヴdキーと右派エス・エル1名とアナーキスト1名であった。なお，この大会の
会議前に，各派の会議でも同法案の予備的検討が行われている。ボリシェヴィキー派の会議でレー
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ニンは同法の採択の必要性をのべている。コストラマーの代議員アノーヒンの岡法案反対について，
レーニンは，242の農民要望書の農属の意志がそうであるからとの理由で批判している。α2｝
　農民部会のそのこの会議では，土地委員会代褒と共同で26の委員会がつくられ，これら委員会が
法案の各篇の検討を行い，多くの修正を加えている。これらの修正は農民部会の総会でそのご審議
された。1月27Hの全ロシア中央執行委員会の第2回会議でボリシェヴィキー派と左派エス・エル
の間の草案にたいする予備的同意ののち草案は法律として承認された。表決にさいして全ロシア中
央執行委員会の出席中4名（右派エス・エル，メンシェヴイキー，アナーキスト）を除いて全員賛
成承認した。2月19日に同法は『労農政府新葡に公表された。
　il土地社会化法」の内容の検討にはいるまえに同法の構成をみておく。同法は全13章53条から
成り立っている。すなわち，第1章一般規定（第1条一第19条），第2章土地利用権を有する者（第
20条），第3章土地利用供与の順位（第21条一第24条），第4章農業消費勤労基準の確定（第25条），
第5章建築，農業的営業，文化・教育的目的のための土地割当のさいの土地利用基準の確立（第26
条），第6章移住（第27条一第34条），第7章土地利用の形態（第35条一第36条），第8章土地利
馬権の取得（第37条），第9章土地利用権の取得手続（第38条一第39条），第10章土地利用権の
行使（第40条一第44条），第11章当該地所利用権の移行（第45条一第46条），第12章占有地所
にたいする土地利用者の権利の中断（第47条一第49条），第13章土地利用権の停止（第50条一第
53条）。
　『土地社会化法』にもられている基本命題は，基本的には蟹土地布制の諸原則に依拠している。
ガ土地社会化渕はいわば阯地布告』の精密化であり，法規としての形式に整理したものである。
もちろん，『土地社会化法選で新たに強調された条項もある。
　第1章一般規定では，土地その他天然資源の私的所有の永久廃止（第1条），土地の無償収用と全
勤労人民への利用供与（第2条），勤労的土地利用（第3条），土地利用権の民主的原則（性，｛教，
民族，国籍に関係なく土地利用権をもっ）（第4，条），土地および資源をソヴェート権力の管理下に
おくこと（第5条），農業用地の分配は各ソヴェート土地部が行う（第9条〉，土地配分は均等・勤
労原則にもとずく，そのさい消費・勤労基準は当該地方の歴史的土地利用制度に店じて各農家の労
働能力を超えずかつ，農民の家族の生活を保障するものとする（第12条），農業従纂者に対する各
種保険制度を確立する（第14，15，16条），差額地代に構当する収入の剃余分をソヴェート権力機
関へ納める（第17条）。以上が一一tw規定にもられた主な内容であるが，第2章以下では，土地利用
権者の資格，順位，農業消費勤労基準の確定，建築，農業的営業，文化・教育的目的のための土地
利用基準の確立，移住，土地利用の形態，土地利用権の取得・手続・行使・移行・停止についての
細則が定められている。
　以上の内容から明らかなように，騨土地社会化法選は『土地布告』の原則の継承の上になりたって
いる。その骨子は土地私有制の廃止と無償収用した土地の民主的方法による勤労農民への均等配分
である。それは，農民多数の要求に答えるものだからであった。
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　一方，『土地社会化法選には，社会主義的経営への志向の記述が各所に見いだせる。if土地布告遣
の「要望書」のなかですでに，国家または共同体の排他的用益としての模範経営の談立（第3項），
没収した種馬場，種畜場，種禽場の国家または共同体経営について（第4項）うたわれてはいるが，
『土地社会化法』では，さらに一歩進めた形ででている。
　「一般規定」第11条の土地部が行う土地管理の任務の条項の中で「社会主義経済への移行を弩的
として個人農経営の負担で労働の節約および生産者の函でより有利な集団的農業経営を発展させる
こと」（傍点は引用者による。以下岡じ）とある。同第13条は，「農業用地の利用権の一般的基本的
源泉は個人労働である」と規定しながらも，「このほかに，農業栽培を高めるために（農業模範畜舎
または実験農園および模範農園の建設），予備土地フォンド（もとの修道院所有地，国有地，皇族所
有地，御料地，地主所有地）から一定部分の土地を占有し，国家によって支払われる労働によって，
それを耕作することが，ソヴェート権力の諸機関に委ねられる」となっている。
　第20条は土地利用権をだれがもつかにこたえる条項であるが，そこでは，「ロシア・ソヴェー1・
連邦共和国内では，個々の地面は，公共的または私的必要のために，つぎの目的でこれを利用する
ことができる。　（A）文化的・教育的冒的のため，　（1）ソヴェート権力諸機関としての国家（連
邦，州，県，郡，郷，村）　（2＞公共趨体（地方ソヴェート権力の管理と許可による）。　（B）農業
経営のため，　（3）農業コンミューン，　（4）農業組合，　⑤農村協同体，㈲個々の家族と飼人
…」。また第22条の「備考」では，「土地利罵の順位の決定にあたっては，勤労農民組合が個人農に
優先する」とあり，第6章移住の条項中第34条の「備考」は「社会主義的農業のきわめて急速な発
展のために圏家は新農村へ集団経営の計画的・科学的運営のためのあらゆる助成を行う」と注記し
ている。
　さらに第7章土地利周形態の第35条では「ロシア連邦ソヴェー一一　5の共和国は，社会主義をきわめ
て急速に達成するため，個入経営よりも，コンミューン的，アルテリ的，協同組舎的勤労経営を優
先して，土地共同耕作にあらゆる助成（文化的，物質的援助）を行う」とし，社会主義経営への志
向を明らかに示している。
結　　び
　以上，阯地布告還と騨土地社会化法遍の分析をとおしてみてきたように，ソヴェート政権最初の
土地立法（土地・農業政策）にみられる基本的な特徴は，（1）土地私有制の廃止，②無償による
土地圏有化，（3＞土地利用権，とくに農業における均等な勤労土地利用，（4）勤労農民に対する各
種保障・保険の制定，（5）社会主義農業経営への志向である。
　土地私有舗の廃止と土地国有化は10月革命の社会主義的性格の表出にほかならない。農業におけ
る社会主義関係の確立の出発が，まさに土地私有権の永久廃丘であったことの世界史的意味は大き
い。幾世紀にわたる人類社会の搾取関係のひとつが取り除かれたのである。
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　一方，レーニンが指摘しているように（13｝，『土地社会灘の「精髄」である均等な土地利用のスw－一
ガンは民主主義的であったが，同時に小ブルジョア的スローガンでもあった。ソヴェート政権がこ
のスローガンの「実施を義務」と考えた所以は，いつに労農岡盟の観点からであったことは明らか
である。「農民の圧倒的多数の無条件の意志」u4｝であり，「農民の圧倒的多数の要求」“5）であったから
である。
　　同時に，ソヴェート政権は，政権初期の土地立法のなかに，社会主義への移行の志向を示す条
項を設けていることも重要である。ボリシェヴィキーと左派エス・エルの阯地社会化法嚢成立の
過程でのこれら条項をめぐるたたかいについてはペールシンの研究がそれを伝えている。u6）
　ソヴat・一ト政権下の農業・土地立法は，その後，戦時共産主義下に発布され実効のみられなかっ
たil社会主義的土地整理および社会主義農業への移行措躍について選（1919年），ネップ期の駒シア
社会主義連邦ソヴェート共和国土地法典滑（1922年），集獺化期の縷業アルテリ模範定謝（1935年）
へと変遷するが，それは，ソヴェート農業・土地関係の社会主義への移行の変遷の歴史でもあった。
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